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介護保険サービスの支給限度額に対する
サービス利用の実態とサービス利用に影響を与える要因
榊 原 一 恵1）・伊 藤 美樹子2）・三 上 洋3）
Use of Long-term Care Insurance Services,
such as reimbursements claims and other factors
SAKAKIBARA Kazue, ITO Mikiko and MIKAMI Hiroshi
Abstract : Use of the“In-Home Service”provided by the Long-term Care Insurance System in Japan was
investigated. Participants were those using the service in Higashi-Osaka City in 2008（N＝1016）. The
relationship between nursing care level and the frequency of using the service in relation to the maximum
insurance coverage were investigated. The results indicated that as the nursing level requirements increased,
the frequency of using the service also increased. Furthermore, utilization of the service was related to the
composition of households, household income, bedsores, and whether the caregiver was employed. The
reasons given for not using the service to the maximum limit were the increase in the portion of self-
contribution for using the service and support from relatives and neighbors. The age of caregivers and the
presence of other-caregivers were not related to service use. Increased expenses paid by the self also
restrained the utilization of the service, even when this expense was less than the maximum amount covered
by the 10％ self-contribution.
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抄録：本研究では，介護保険における居宅サービスの支給限度額に対するサービス利用の実態につい
て明らかにした。
対象は，2008年東大阪市において，居宅介護サービスを利用していた 1016人である。分析には要
介護度と支給限度額に対するサービス利用割合を用いた。また居宅サービス利用に影響を与える要因
についても調べた。要介護度が高くなるにつれ，サービス利用量も増加していた。また，サービス利
用には，世帯構成，世帯収入，褥瘡の有無，介護者の就労の有無が関連していた。さらに，サービス
を限度額いっぱいまで使わない主な理由としては，「自己負担が増える」「親戚や近所の手助けがあ
る」があげられた。介護者の年齢，副介護者の有無は関連していなかった。1割負担で賄える支給限
度額を下回る状況でも，自己負担の増加が利用の抑制になっていた。
キーワード：介護保険，世帯構成，支給限度額
───────────────────────────────────────────
1）甲南女子大学看護リハビリテーション学部看護学科
2）大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻総合ヘルスプロモーション科学講座
3）大阪治験病院
１３
Ⅰ．は じ め に
我が国における高齢化の進展に伴い，要介護高齢者
数も急増し，その数は 2008 年で 450 万人，さらに
2025年には 520万人に達すると推計されている1）。ま
た，要介護高齢者の増加に伴い，介護保険の年間実受
給者数は年間およそ 25 万人のペースで増加してい
る2）。介護保険制度は，この超高齢社会を控え，介護
を社会全体で支える仕組みとして 2000年 4月にスタ
ートし，制度改正を試みつつも，サービスの供給・需
要とも増加し新たな社会保障として定着してきた。し
かし，その一方で，現在もなお，介護保険サービスが
利用者ニーズに見合ったものであるか，またサービス
提供が持続可能であるかにおいて，検証が必要とされ
ている。そうした課題への接近方法の一つとして，介
護ニーズを介護保険給付限度額に対する実際の利用状
況から捉えた研究がある。
菅原（2003）3）は，「介護サービスの限度利用と金銭
的価値に関する研究」において，介護保険制度が適切
に利用され，かつ今後の介護保険の制度設計が客観的
合理性を欠かないためには，介護サービス利用状況の
正確な把握，ならびにそのような利用状況を生じてい
る要因の抽出とアウトカムの影響度について定量的検
証が不可欠であるとしている。そして，保険給付限度
額に対する実際の利用額割合である「利用率」に注目
し，利用限度額に対する利用状況から配偶者や子／子
夫婦といった同居者の存在（家庭内介護力の存在）が
限度額に対する利用に大きな影響を及ぼしており，同
居者の存在がサービス利用率を有意に低下させている
ことを示した。
また，竹村（2005）4）は，支給限度額に対する利用割
合を要介護者が家族と同居しているか独居かで比較
し，要介護度が高くなっても独居に比べ家族と同居し
ている場合の利用率の上昇は抑制されることを示し，
独居の場合に見られた上昇分が家族の手によって補わ
れていると考察している。さらに，塚原（2005）5）は，
限度額を超過した介護サービス利用の要因について，
要介護者が単身，主な介護者が男性で不健康という家
族内介護力の不十分さをあげ，杉澤（2002）6）は，同居
家族の存在や低所得であることが介護サービス利用を
阻む要因となると報告している。
さらに，日高（2001）7）は要介護度別の各種介護サー
ビス（通所系・訪問系・短期入所系・福祉系・福祉用
具）利用率から要介護認定制度の在り方について検証
している。その中で，利用率が 50％以下である要因
として，実際にサービスを利用せずとも生活できてい
る要介護者がいること，利用料の一部負担が重荷とな
り介護サービス利用を控えていること，十分に利用す
るだけの介護サービスの供給量がまだ不足しているこ
と，さらに要介護度が高くなるにつれ，利用料のばら
つきが大きくなることを明らかにしたうえで，要介護
度が高くなり，介護サービスの利用ニードが高くなっ
たとしても，より多くの介護サービスを利用するとは
限らないことを示唆する結果だと論じている。これに
ついては，遠藤（2007）8）も同様に，要支援ではサービ
ス利用率が 56％と低いこと，要介護 5であっても 23
％の人はサービスを利用していないこと等から，介護
環境や所得状況といった介護ニーズ以外の要因によっ
て実際のサービス利用がなされていることを明らかに
している。
以上のように，先行研究において，支給限度額に対
するサービス利用割合を用いてサービスの利用ニーズ
が分析されてきたが，これらの研究の多くが介護保険
制度開始から数年（2004年）までのデータによるも
のである。そのため，より介護保険制度が浸透したと
考えられる後年の支給限度額に対する利用割合から実
際にサービス利用がどのようであるか，その実態を把
握し，サービス利用に影響を与えている要因について
検討することは意義があると考えられる。
Ⅱ．目 的
本研究では，2008年に東大阪市で実施した「居宅
介護サービスの利用に関するアンケート調査」9）を用い
て，以下について明らかにすることを目的とした。
1）居宅介護サービスの利用実態を利用者の社会経
済的特徴から把握する。
2）要介護度別のサービス利用状況を分析する。
3）多重ロジスティック回帰分析を用いて，介護度
が重度な利用者を対象に支給限度額に対する利用
割合が低くなる要因を検討し，サービス利用に関
連する要因について明らかにする。
なお，2008年は介護保険制度施行後の制度見直しを
経て制度としてより確立し，要介護認定者数や居宅サ
ービス事業所数の増加10），新規申請者数がほぼ横ばい
となったことから介護保険制度が普及したと考えられ
る時期といえる。
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Ⅲ．方 法
1．分析データ
本研究は，2008年に大阪府東大阪市でおこなわれ
た「居宅介護サービス利用に関するアンケート調査の
結果の二次分析である。調査対象は，2008年 10月 31
日現在，大阪府東大阪市に在住し，要介護認定を受け
ケアプランを作成していた要介護者およびその家族
12570件から要介護度別に層別無作為抽出された 3808
件である。
調査データは配布，回収ともに郵送法を用いた無記
名自記式質問紙によって得られたものである。調査期
間は 2008年 11月～2009年 1月で 2035件から回答を
得た（回収率 53.4％）。このうち，完全無回答（8件，
0.4％），転出・死亡・施設入所・入院中（222 件，
10.9％），サービス利用なし（164件，8.1％）を除外
した結果，分析に有効な回答が得られたのは，1641
件（80.6％）であった。そのうち，本研究では，主介
護者が家族である 1016件を分析対象とした。なお，
この調査では要介護者本人が記入できない場合は，主
介護者が記入した。またサービス利用料は東大阪市の
高齢介護課から個人を特定できないように措置を行っ
た上で提供を受けた。この研究は大阪大学医学部保健
学倫理委員会の承認を得て実施されている（承認番
号：321−3）。
2．調査項目
要介護者の性，年齢，要介護度，世帯状況，世帯収
入，サービス利用料，認知症の有無，褥瘡の有無，な
らびに主介護者の性，年齢，就労の有無，健康状態，
介護期間，介護負担感，副介護者の有無，施設入所希
望の有無，サービスを限度額いっぱいまで利用しない
理由（複数回答）である。
3．分析方法
サービス利用の特徴は，要介護度別のクロス集計表
を用いて行った。またサービス利用状況に影響を与え
る要因を検討するため，支給限度額に対する実際のサ
ービス利用料からサービス利用割合を算出し，利用割
合のヒストグラムを参考にサービス利用割合を「些少
利用（31％未満）」「中程度利用（31％ 以上 81％ 未
満）」「十分利用（81％以上）」の 3群に分類した。ま
た介護度が重度な「要介護 4」と「要介護 5」の回答
者を対象に，利用割合を従属変数とし，要介護者の性
別，年齢，要介護度（要支援 1・2，要介護 1～5），世
帯状況（独居，老老世帯，子どもと同居），世帯収入
（200万円未満，200 万～300 万円未満，300 万～400
万円未満，400万～500万円未満，500万円以上），認
知症の有無，褥瘡の有無，主介護者の性別，年齢，就
労の有無，健康状態（とても良い，まあまあ良い，あ
まり良くない，良くない），介護負担感（かなり負担
に感じる，やや負担に感じる，あまり負担に感じな
い，全く負担に感じない），介護期間，副介護者の有
無，を独立変数として投入し，多重ロジスティック回
帰をおこなった。この際，変数の選択には，尤度比検
定による変数増加法を用いた。交絡因子としての調整
を行うため，基本属性も独立変数として投入した。統
計学的解析には，SPSS Ver.18を用いた。
Ⅳ．結 果
1．対象者の基本属性について
要介護者は，平均年齢 82.0±7.9歳で，「65～74歳」
は 14.8％，「75～84 歳」は 44.5％ であった。性別で
は，男性が 28.6％，女性が 71.4％であった。要介護
度別では，「要介護 2」，「要介護 3」がそれぞれ 24.1
％，26.1％と多く，要支援 1は 5.9％，要介護 5は 7.8
％となっていた。世帯収入においては，「年収 300万
円以上 400万未満」が 23.6％と最も多く，「200万円
未満」が 15.4％，「500万円以上」は 18.1％であった。
介護者では平均年齢が 63.8±11.9歳，性別は，男性
は 28.4％，女性が 66.3％であった。就労については，
「就労あり」が 36.1％，「就労なし」が 63.9％であっ
た（表 1）。
2．要介護度別の特徴
要介護度別に世帯状況（表 2）をみると，「要支援
1」では約半数が「独居」であったが，要介護度が高
くなるにつれ「独居」割合は減少し，「要介護 5」で
は 6.6％だった。それに伴い，「子どもと同居」の割
合が要介護度が高くなるにつれ増加した。一方，「老
老世帯」の割合は，要介護度による変化はあまり見ら
れず，「要支援 1」で 25.4％，「要介護 5」で 23.7％で
あった。要介護度別に認知症の有無についてみると，
介護度が高くなるにつれ認知症「あり」の割合もほと
んどの場合に増加がみられ「要介護 5」では 76.4％が
「あり」であった（図 1）。
褥瘡の有無についても「要支援 1」～「要介護 4」に
おいては，「あり」が一桁台で推移していたが，「要介
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護 5」になると，26.6％まで上昇した（図 2）。
要介護度別にみた支給限度額に占めるサービス利用
割合（図 3）では，介護度の上昇に伴い，サービス利
用料も増加する割合が増加していた。「30％ 未満」
が，「要支援 1」では，46.6％であるのに対し，「要介
護 4」，「要介護 5」では，各々 27.6％，25.4％と低下
していた。また，「要介護 4」では，「限度額以上（100
％～）」が 5.2％，「要介護 5」では 16.5％となってい
た。
表 1 要介護者と介護者の基本属性
要介護者（n＝1016） 主介護者（n＝1016）
n ％ n ％
性別 男性 291 28.6％ 性別 男性 289 28.4％
女性 725 71.4％ 女性 674 66.3％
年齢 平均 82.0±7.9 年齢 平均 63.8±11.9
～64歳 18 1.8％ ～59歳 369 36.3％
65～74歳 150 14.8％ 60～69歳 272 26.8％
75～84歳 452 44.5％ 70歳～ 313 30.8％
85歳～ 396 38.9％ 就労 あり 347 34.2％
要介護度 要支援 1 60 5.9％ なし 614 60.4％
要支援 2 111 10.9％ 主観的健康
感
とても良い 39 3.8％
要介護 1 134 13.2％ まあ良い 529 52.1％
要介護 2 245 24.1％ あまり良くない 311 30.6％
要介護 3 271 26.7％ 良くない 77 7.6％
要介護 4 116 11.4％ 介護負担感 かなり負担 242 23.8％
要介護 5 79 7.8％ やや負担 464 45.7％
世帯状況 独居 196 19.3％ あまり負担でない 214 21.1％
老老世帯 338 33.3％ 全く負担でない 24 2.4％
子どもと同居 455 44.8％ 副介護者の
有無
あり 596 58.7％
世帯収入 ～200万円未満 156 15.4％ なし 351 34.5％
200万～300万円未満 224 22.0％ 介護者の続
柄
夫 152 15.0％
300万～400万未満 240 23.6％ 妻 191 18.8％
400～500万未満 90 8.9％ 娘 296 29.1％
500万～ 184 18.1％ 息子 126 12.4％
認知症の有
無
あり 408 40.2％ 息子の妻 161 15.8％
なし 484 47.6％ 娘の夫 3 0.3％
褥瘡の有無 あり 74 7.3％ 兄弟 5 0.5％
なし 864 85.0％ 姉妹 14 1.4％
注）合計が n＝1016（100％）とならないのは，無回答を
表記していないためである。
孫 5 0.5％
その他の家族 23 2.3％
複数家族 38 3.7％
介護期間 ～6ヶ月未満 30 3.0％
6ヶ月～1年未満 37 3.6％
1年～3年未満 156 15.4％
3年～5年未満 162 15.9％
5年～8年未満 230 22.6％
8年～10年未満 79 7.8％
10年以上 232 22.8％
注）合計が n＝1016（100％）とならないのは，無回答を
表記していないためである。
表 2 要介護度別にみた世帯状況
要支援 1
n＝59
要支援 2
n＝109
要介護 1
n＝132
要介護 2
n＝240
要介護 3
n＝257
要介護 4
n＝116
要介護 5
n＝76
独居
老老世帯
子どもと同居
49.2
25.4
25.4
36.7
33.9
29.4
23.5
28
48.5
18.3
35.4
46.3
12.1
41.6
46.3
13.8
33.6
52.6
06.6
23.7
69.7
数字は％を表す
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25.0 
9.9 
35.8 
27.8 
51.7 
61.2 
69.6 
40.2 
53.3 
72.1 
47.0 
59.6 
39.5 
33.6 
21.5 
47.6 
21.7 
18.0 
17.2 
12.7 
8.9 
5.2 
8.9 
12.2 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
要支援1
要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5
全体
あり
なし
無回答
0% 20% 40% 60% 80% 100%
要支援1
要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5
全体
あり
なし
無回答
5.0 
5.3 
7.4 
9.5 
26.6 
7.3 
75.0 
85.6 
91.0 
86.1 
86.0 
86.2 
73.4 
85.0 
20.0 
10.8 
7.5 
8.6 
6.6 
4.3 
0.0 
7.7 
25.4 
27.6 
42.0 
44.8 
47.0 
55.8 
46.6 
21.6 
28.4 
31.3 
28.1 
29.9 
27.0 
41.7 
11.4 
15.5 
15.5 
13.9 
16.4 
13.5 
3.4 
30.4 
28.4 
16.6 
16.3 
9.7 
9.9 
6.7 
16.5 
5.2 
3.0 
2.9 
0.7 
0.9 
3.3 
要介護5
要介護4
要介護3
要介護2
要介護1
要支援2
要支援1
～30%未満 30～60％未満 60～80％未満 80～100％未満 100％～
3．支給限度額まで利用しない理由
介護保険サービスを「支給限度額いっぱいまでサー
ビスを利用しない理由」（図 4）について，介護度別
にみると要支援 1, 2では，「自分のことは自分でやれ
る」がそれぞれ 30.6％，23.9％であったが，介護度が
高くなるにつれその割合は減少していった。また，ど
の介護度にも共通して認められた主たる理由は「親
戚・近所の人の手助けがある」「利用料の負担が大き
くなるから」の 2つであった。
図 1 要介護度別に見た認知症の有無
図 2 要介護度別に見た褥瘡の有無
図 3 要介護度別に見た支給限度額に対する利用割合
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表 3 要介護度 4・5におけるサービス利用料を従属変数とした多重ロジスティック回帰分析の結果
支給限度額に対するサービス利用
「些少利用（31％未満）」
支給限度額に対するサービス利用
「中程度利用（31％以上80％未満）」
B Odds 比 B Odds 比
世帯収入 200万円未満
200万円以上 300万円未満
300万円以上 400万円未満
400万円以上 500万円未満
500万円以上
0.85
1.99
0.76
1.02
reference category
2.3
7.3**
2.1
2.8
1.04
2.47
1.75
1.34
reference category
2.8
11.8***
5.7**
3.8†
世帯状況 独居
老老世帯
子どもと同居
−2.09
−0.51
reference category
0.1*
0.6
−2.23
−0.63
reference category
0.1**
0.5
認知症の有無 a
褥瘡の有無 a
介護者年齢 60歳未満
70歳未満
70歳以上
0.32
0.72
1.00
0.35
reference category
1.4
2.1
2.7
1.4
0.81
1.48
−0.01
0.13
reference category
2.3†
4.4*
1.0
1.1
介護者の就労の有無 a
副介護者の有無 a
0.89
0.32
2.4†
1.4
−0.24
−0.18
0.8
0.8
† : P＜0.1, * : p＜0.05, ** : p＜0.01, *** : p＜0.001,
従属変数の参照カテゴリ：支給限度額に対するサービス利用割合が「十分利用（81％以上）」＝0
a：認知症，褥瘡，介護者の就労，副介護者：あり＝0，なし＝1
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4．重度介護者においてサービス利用割合に影響を与
える要因
要介護度 4, 5の対象において，支給限度額に対す
る利用割合を従属変数とした多重ロジスティック回帰
分析を行った。「介護者の健康状態」や，「要介護者の
疾患の有無」や「要介護者の施設入所希望の有無」，
「ケアマネにサービスの意向や希望を伝えているか」
についても投入したが，尤度比検定でモデル適合度が
悪く除去した。最終的に得られたモデルを表 3に示す
（尤度比検定：χ 2値＝39.3（df 24），p＜0.05, Negelkerke
＝0.25）。
「些少利用」に有意だったのは，世帯年収，世帯構
成であった。世帯年収は，「500万円以上」に対して
「200万円以上 300万円未満」は，7.3倍（p＜0.01）も
「些少利用」されやすく，また「子どもと同居」に対
して「独居」は 0.12倍（p＜0.05），「些少利用」され
やすい。また介護者が就労していない場合に 2.4 倍
「些少利用」になりやすい関係が見られた（p＜0.1）。
「中程度利用」においても世帯年収と世帯構成にお
いて「些少利用」と同様の有意な関連が認められた。
特に世帯年収においては，200万円未満の群以外にお
いて，年収が低くなるほど，中程度利用になりやすい
という結果が得られた。また「中程度利用」に特徴的
だったのは褥瘡のない群で 4.4倍（p＜0.05），認知症
のない群で 2.3倍（p＜0.1）「中程度利用」になりやす
いことであり，介護者の就労の有無では関連が認めら
れなかった。
Ⅴ．考 察
1．介護保険利用サービスの支給限度額に対する利用
割合からみたサービス利用状況
介護ニーズの代替指標とされる利用割合であるが，
要介護度が低い場合は，「自分のことは自分でできる」
という理由やマンパワーによる介護サービスよりも住
宅改修や居宅介護福祉用具購入費といった月々の利用
料に反映されないサービス利用等により，結果として
サービス利用割合が抑制され，要支援 1においては約
半数が 30％未満と低い水準に留まったことが推察さ
れる。これは，厚生労働省「平成 19年国民生活基礎
調査」から要介護度別にサービス未利用の理由を調査
した結果11）と類似していた。また，要介護度が高くな
るに伴い，サービス利用の割合が増加するのは，「自
分のことは自分でできる」と回答する割合の減少から
理解されるように，ADL の低下に伴い自分で行えな
くなった日常生活動作をサービスによって補うため，
また，「認知症がある」，「褥瘡がある」と回答する割
合が増加していることから，新たに医療ニーズが生
じ，それに対しサービスを利用したと考えられる。一
方，要介護度 4, 5であっても，サービス利用割合が 30
％未満である割合が，各々 27.6％，25.4％あり，サー
ビスを限度額いっぱいまで利用しない理由としてあげ
られた「利用料が負担になる」（38.2％）や「親戚・
近所の人の手助けがある」（30.3％）ことと合わせ，
身内や近所といったインフォーマルサポートの存在が
サービス利用を抑制していることが窺えた。
2．介護度が重度な利用者（要介護度 4・5）を対象に
した支給限度額に対する利用割合が低くなる要因
とサービス利用の関連
多重ロジスティック回帰分析の結果からも，「中程
度利用」において「褥瘡」とサービス利用割合との間
に関連が見られたことから，要介護度が高くなり医療
ニーズが生じることがサービス利用を促進することが
窺え，重度の要介護高齢者が医療処置の数が多いこと
がサービス利用率を高めるとした石附ら（2010）12）の
調査結果を支持した。
また，要介護者が「独居」であること，介護者が
「就労」していることは，よりサービス利用割合を高
める方向に促進することが確認された。このことか
ら，サービスを利用する背景には，要介護者を物理的
に介護することができない状況が存在し，独居や介護
者が就労している場合，たとえ，身内による見守りや
介護が一日のうちにいくらかあったとしても，必然的
に生じる家族や身内が不在となる時間をサービスによ
って補うため，サービス利用割合が高くなったのでは
ないかと考えられる。
一方，所得の低さはサービス利用抑制と関連してお
り，「世帯収入」が「200万円以上 300万円未満」お
よび「300万円以上 400万円未満」の世帯の場合，サ
ービス利用が抑制され，とくに「200万円以上 300万
円未満」では，オッズ比が 7倍，11倍と高くなって
いた。介護保険導入時は，介護負担の自己負担額が 1
割ということでモラルハザードが生じ，需要過多に傾
くのではないかと予想されていた5）が，介護保険が導
入されて 8年経過した状況下では，1割負担であって
も，「利用料の負担が大きくなる」ことや「親戚，近
所の人の手助けがある」こと等を理由にサービス利用
は限度額まで利用されていないことが推測された。
また，介護者が「就労」していない場合や，家族が
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同居している場合（「老老世帯」と「子どもと同居世
帯」）はサービス利用が抑制されることから，家族や
身内，近所といったインフォーマルなサポートがある
場合，そのような人的資源でもって介護する傾向が窺
えた。先述の竹村（2005）は，家族と同居している要
介護者の支給限度額に占める給付単位数の上昇が独居
者と比較して抑制されていることから，独居の場合に
認められた上昇分が家族の手によって補われているこ
とを明らかにした。そのうえで，家族介護の在り方に
ついて，介護をどのように行うかは，要介護者，介護
者の意思に委ねられるべき問題であり，家族の介護を
家族が行うことも介護方法の 1つの選択肢として存在
してよいとしつつも，介護保険を利用するという選択
肢と全く同等でなければならないと述べている4）。し
かし，今回の研究では，「介護者の年齢」や「副介護
者の有無」といった介護者側の属性とサービス利用割
合について関連が見られなかったことと，さらに，多
重ロジスティック回帰分析において最終モデルに採用
されなかった変数が「介護者の健康状態」，「介護負担
感」，「介護期間」であったことから，在宅介護を選択
している要介護者および介護者にとって，サービスを
利用するということは，介護者が介護できない世帯状
況（独居）であることや就労事情（仕事があること），
そして経済状況（経済的理由によりサービス利用に制
限が生じる）といった社会的要因が関連し，介護者が
負担に感じることや健康状態が良くないことといった
介護者の心理的要因には関連が見られないこと確認さ
れた。
また，今回の分析では，介護者の心理的要因はサー
ビス利用と関連は見られなかったが，綿（2001）13）に
よる介護者の QOL 指標に関する研究の中で，主観的
介護負担（身体的負担度・心理的負担度・社会的負担
度・人間関係的負担度）が介護生活の安定に強い影響
を与えるとされていることから，サービス利用の促進
に関連していないまでも，介護者に与える影響は無視
できないと考える。
2011年から 2012年の 1年間で介護や看護のために
離職した人は 10万人を上回るという14）。高齢者の家
族介護の特徴は，特定されない多面的な仕事であるう
え，相手の症状やニーズに合わせ断続的，間欠的に出
現するものである15）。要介護者と介護者，双方の QOL
が維持されるためには，双方のニーズに応えられるよ
うな柔軟なサービスの提供と，介護保険サービスを補
完できる新たなシステムの構築の必要性が考えられ
る。それによって，日本の社会通念としてあった「家
族の介護は家族で」という意識と「サービスを利用す
ること」が折り合うことで，利用者のニーズが充足さ
れると考える。
Ⅵ．結 論
本研究では，介護保険における居宅サービスの利用
状況について，支給限度額に占める利用割合からサー
ビス利用の実態と利用に関連する要因について明らか
にした。「褥瘡がある」，世帯状況が「独居」，介護者
が「就労している」場合の利用割合が高く，世帯収入
「200万円以上 300万円未満」，「300万円以上 400万円
未満」の世帯では利用割合が抑制されていた。要介護
度が高まるのに伴いサービス利用割合は増加するが，
なお，利用割合が 30％未満である割合が約半数に上
り，サービス利用を控える理由としては「利用料の負
担が大きい」「親戚，近所の手助けがある」ことがあ
げられた。
今後，サービス利用にかかる自己負担が増えること
や家族や親戚，近隣といったインフォーマルサポート
があることを理由としてどのようなサービスの利用を
控えるのか，また，インフォーマルなサポートは具体
的にどのような役割を担い，それは介護保険サービス
の利用抑制にどの程度影響を与えているのかについて
明らかにする必要がある。
本研究は，日本学術振興会科学研究費補助金：基盤
研究（B）20390570の助成を受けたものである。
引 用 文 献
１）内閣府：平成 25年版 高齢社会白書．
http : //www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w−2013/gaiyou/
s1_2_3.html（2013年 8月 21日）
２）厚生労働省：平成 24 年度介護給付費実態調査の概
要．
http : //www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/kyufu/12/
index.html（2013年 8月 21日）
３）菅原琢磨：介護保険導入後のサービス利用状況と満
足度に関する個票分析．一橋大学機関リポジトリ
2003, p 1−40.
４）竹村綾子，大頭信義，西村瀬正二他：介護保険制度
の成果と在宅介護について．ホスピスケアと在宅ケア
2005 ; 13（1），36−43.
５）塚原康博：介護サービスの限度利用と金銭的価値に
関する研究．大原社会問題研究所雑誌 2004 ; 542巻，
p 47−61.
６）杉澤秀博，深谷太郎，杉原陽子他：介護保険制度下
における在宅介護サービスの過少利用の原因．日本公
甲南女子大学研究紀要第 8号 看護学・リハビリテーション学編（2014年 3月）２０
衆衛生雑誌 2002 ; 49（5），p 425−435.
７）日高正巳，住居広士，武政誠一：神大医保健紀要
2001；第 17巻，p 43−50.
８）遠藤久夫，山田篤裕：介護保険の実態と介護サービ
スの公平性に関する研究．医療経済研究 2007 ; 19
（2），p 147−167.
９）大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻総合ヘルス
プロモーション科学講座：東大阪市居宅介護サービス
利用に関するアンケート調査報告書 平成 21年．
１０）厚生労働省：介護サービス施設・事業所調査．
http : //www.mhlw.go.jp/toukei/list/24−22−2c.html（2013
年 10月 19日）
１１）池田省三：要介護高齢者がサービスを利用しない理
由とは？Community CARE 2009, 11（13）6−7.
１２）石附敬，和気純子，遠藤英俊：重度要介護高齢者の
在宅生活の長期継続に関連する要因．老年社会科学
2009 ; 31（3），359−365.
１３）綿祐二：在宅要介護高齢者の介護者の QOL 指標に関
する研究 介護生活過程の重回帰分析およびパス解析
における QOL の規定要因．長崎国際大学論集 2001；
第 1巻；p 457−466.
１４）総務省：平成 24年就業構造基本調査．
http : //www.stat.go.jp/data/shugyou/2012/pdf/kyoyaku.pdf
（2013年 8月 21日）
１５）上野千鶴子，大熊由紀子，大沢真理他：ケアその思
想と実践 4 家族のケア 家族へのケア，岩波書店，東
京，2008, 136−137.
榊原一恵 他：介護保険サービスの支給限度額に対するサービス利用の実態とサービス利用に影響を与える要因 ２１
